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In these days, there are a lot of unused land such as vacant lands and parking lots. It is necessary 

to utilize effectively with population decline. Generally, it is important to utilize by private sector 

because of a decrease in tax revenue. Administration designates private sector as designated 

administrator in some systems. But it was indicated that it is difficult to continue utilizing only 

for sole user and it is necessary to promote participation of some users and lighten the burden 

imposed on designated administrator for permanent management. On the other hand, event 

groups utilizing vacant land and such activity will contribute to lighten the burden for 

management. But thinking overview of current legal system, it is difficult to say that the current 

system reflect the current situation and place event groups properly. So in this study, the purpose 

is to reveals relationship between management system and intension of event groups focusing on 

utilizing vacant land by private sector. Through this research, it is possible to propose the way of 

placement for event groups and lighten the burden for management. 

 

1.背景・目的 

日本では少子高齢化や産業構造の変化等に伴

い、低・未利用地の増加がみられる。一般的に

低・未利用地とは、所有者が土地の利用を長期

間、または一定水準を行わない土地を指す注 1)。

地域にこうした土地が過剰に存在することは、

様々な弊害をもたらすことが指摘されてきた 1)。

そこで低・未利用地の利用水準を向上させるた

め、所有者に代わって第三者が管理・活用を行

うことが求められている。特に人口減少に伴い、

行政の財政収入の低下がみられる昨今では、民

間主体がその担い手として期待される。 

民間主体を低・未利用地の整備・管理に関与

する主体として導入した既往の制度を概観する

と、土地所有者と賃貸契約を結び、行政の認定

を受けて設置管理者として整備・利活用を行う

市民緑地認定制度 2)や地域コミュニティやまち

づくり団体等が地権者と協定を結び、交流広場

の整備を行う立地誘導促進施設協定制度 3)がみ

られる。こうした制度では、整備を行う主体は

明記されているが、実際に利用を行う主体につ

いては、先の整備を行う主体に委ねられている。

利用を行う主体に関しては、担い手が不足して

いること 4)や、高齢化により特定の団体が利用

を継続する難しさが指摘されており 5)、複数の

主体が利用に関わる必要があると考えられる。 

ここで民有の低・未利用地等の利用の主体に

関する既往研究を整理すると、寺田ら 6)や後藤

による特定の市民団体を対象にしたものや、伊

藤 7)、水上 8)による不特定の近隣住民を対象と

した研究はあるものの、複数の利用の主体によ

る、低未利用地の利用のあり方を議論した研究

の蓄積は十分とはいえない。 

ここで民間主体による利活用の実態を概観す

ると、近年では所有者から低・未利用地を借用

し一時的に活用される事例がみられる。これは

イベントや出店等の開催場所として複数の主催

者や出店者等の主体により低・未利用地が開放

されることで利用の程度(利用頻度等)が向上す

ると考えられる。本研究ではこうした利用を「イ

ベント利用」と定義注 2)する。 

そこで、複数の民間主体による「イベント利

用」事例に着目し、低・未利用地の運営・管理の

実態を把握することで、所有者と複数のイベン

ト利用者の関係性を考慮した低・未利用地の活

用方策の示唆を得ることを目的とする。 

 

2.調査 

2.1. 調査対象の抽出 

 本研究では、低・未利用地でのイベント利用

の事例を抽出するため、過去 5 年間に新聞に掲

載された事例を対象に以下のプロセス(図.1)に

より事例を抽出した注 3)注 4)注 5)。 

・対象データベース：3大新聞(朝日・毎日・読

売)と地方新聞のデータベース（ELNET) 

・対象年度：2013年以降の新聞記事 2013年 6月

-2018年 5月の 5年分 

以上を踏まえて、直近 1年(2017.6-2018.5)に 
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図 1 事例抽出プロセス 

低未利用地で「イベント利用」の実施が確認さ

れた 34件を事例として抽出した(表.2)。 

2.2. 事例の選定 

抽出された事例の過去 1年間の合計利用回数 

(回)とイベント利用者数についてまとめた(表

2)注 6)。これら事例の年間のイベント利用者数注

7)についてみていくと、複数の利用者によって

利用された事例が 3件、単数の利用者によって

利用された事例が 30件あった。単数の利用者

によって利用される場合では、1人の利用者が

表.2選定事例一覧 

No. 名称 
過去 1年間の合計利用

回数(回) 

イベント利用

者数(人) 

月平均利用回数

(回) 

A1 青空楽市 365 ―6) 30.42 

A2 HELLO GARDEN 88 17 7.33 

A3 貸はらっぱ音地 52 11 4.33 

A4 箱の浦・朝市 48 1 4.00 

A5 まちなか農園えんどうじ 20 6 1.67 

A6 梶地区の朝市 16 1 1.33 

A7 マチヤマルシェ・ちょいにげ market 12 1 1.00 

A8 下町夜市 12 1 1.00 

A9 アキチ公園 12 1 1.00 

A10 まちもり広場 5 1 0.42 

A11 那須おんせん朝市 4 1 0.33 

A12 軽トラで PR 二ツ井町 3 3 0.25 

A13 街かど美術館 2 1 0.17 

A14 本町のきしたバル 2 1 0.17 

A15 こいのぼり 1 1 0.08 

A16 蓼原水無月まつり 1 1 0.08 

A17 常楽市 1 1 0.08 

A18 山鹿湯の端美術展 1 1 0.08 

A19 伊賀焼 1 1 0.08 

A20 ザ★リノベマーケット 1 1 0.08 

A21 畦町宿 1 1 0.08 

A22 高尾神社例大祭 蚤の市 1 1 0.08 

A23 ほたる観賞の夕べ 1 1 0.08 

A24 ハロウィーン ザ 南市 1 1 0.08 

A25 お雛様の物語 高取 1 1 0.08 

A26 館山の牧場 1 1 0.08 

A27 和田 de路地祭 1 1 0.08 

A28 珠洲の岬 アート巡り 1 1 0.08 

A29 ひな様 あまた 1 1 0.08 

A30 路地 ST 1 1 0.08 

A31 石のおひな様 1 1 0.08 

A32 石内女性会 1 1 0.08 

A33 食彩広場 inやすらい通り 1 1 0.08 

A34 フードフェスタ 1 1 0.08 
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イベント利用を主催し、実施されている。その

ため多くの場合では、年に 1 回から月 1 回の利

用頻度となっている。このことから単体の利用

者だけでは利用頻度を向上させることが難しい

と考えられる。一方で複数の利用者が存在する

４事例においていずれも、単独の利用者のみが

存在する事例に比べて利用頻度が高かった。本

研究では、この複数の利用者によって利用され

る 3事例(A2,A3,A5)「貸原っぱ音地」「まちなか

農園円頓寺」「HELLO GARDEN」を対象にその実

態の詳細を調査・分析を行った。3事例のすべて

のイベント利用者において、対象地近辺には居

住しておらず、地域の住民とは異なる利用者が

活用していることがわかった。 

2.3.選定事例の概要 

2.3.1.事例 A「貸はらっぱ音地」 

対象地の所有者は個人であり、副業として所

有者が場所の貸し出しと管理を行っている。経

緯としては、住宅用地として空き地を購入し、

その後当初の建築予定がなくなったため貸し出

しを始めた。またイベント利用の内容としては、

移動販売による飲食物販売が多いことが特徴で

ある。立地ついては、日暮里駅から約 200m圏内

の住居系用途地域に属している。 

2.3.2事例 B「まちなか農園円頓寺」 

本事例は所有者は個人であり、副業という形

で、所有者が貸し出しと管理を行っている。経

緯としては、初期は住宅用地として空き地を購

入し、その後建築予定すぐにないため、3年間限

定で貸し出しを開始した。またイベント利用の

内容としては、移動車による教育・ワークショ

ップと物販販売が多くみられるのが特徴である。

名古屋駅から約 800mに位置し、用途地域は商業

地域に立地しており、円頓寺商店街に接道して

いる。 

2.3.3.事例 C「HELLO GARDEN」 

本事例は、所有者は企業であり、その企業が

貸し出しと管理を行っている。経緯としては、

当初から企業の所有地だったが建築予定がない

ため、2014年より当該企業の事業の一環として

として貸し出しを開始した。またイベント利用

の内容としては、教育・ワークショップ等の場

として利用されることが多いのが特徴である。

立地は西千葉駅から約 390mに位置し、住居系用

途地域に属している。 

 

3.分析と手法 

3.1.分析手法 

本研究では、分析の観点として運営と管理の

2 つの側面から各事例の分析を行った。それぞ

れの分析の観点についてまとめた(図.3)以上の

観点から各事例について整理した。 

図.3分析の観点 

3.2.調査手法 

調査については、運営の 3 つの観点について

は所有者へインタビューを行い、そのうち、ト

ラブル時の対応については所有者のインタビュ

ーに加えて、イベント利用者 11名にもアンケー

トとインタビューを行った。また管理の 2 つの

視点については、①管理の実態については所有

者のインタビューを、②利用者による管理への

関与についてはイベント利用者 11 名にアンケ

ート・インタビュー調査 6)を行った(図.4)。 

図.4調査方法 

3.3.分析結果 

3.3.1.運営に関する分析 

まず所有者により現在 3 件の運営の実態につ

いて把握した(図.5)運営の視点として、利用を

行うプロセスについてみると、利用者の募集は、

それぞれシェアリングサイト、口コミ、HPの掲

載によって行われる。その後イベント利用を希

望する利用者が利用を申請した場合、所有者に

よって利用の可否が判断される。その判断基準

として、2 事例については利用内容の意図とそ

の計画の内容から判断を行っており、また 1 事

例に関しては利用内容の意図に加えて、その利

用内容と場所の特性(対象地の環境等)とが合致

しているかを判断基準にもっていた。 

次に利用が行われる際の地域住民とのトラブ

ル対応についてみていくと、2 事例はそれぞれ

地域住民とのトラブル等については所有者が対

応していることがわかる。また、2事例のイベン

ト利用者計 11名にたいして、トラブル対応を行

うかどうかについて調査したところ、半数以上

が行わないと回答した。このことからトラブル

等の折衝の面において、所有者が担う役割が大
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きいといえる。 

最後に利用に関わる収支の観点からみていく

と、主な支出である固定資産税に対して、1事例

は利用料によってまかなえていたのに対し、2事

例は利用料は徴収していない事例と徴収してい

るがまかなえていなかった事例が存在した。「貸

はらっぱ音地」は、収支は利用料に徴収によっ

てまかなえており、今後も継続する意向を持っ

ていた。「まちなか農園円頓寺」については収支

はマイナスで、固定資産税の負担を利用料から

軽減したい意向を持ち、今後の継続は未定であ

るとしている。「HELLO GARDEN」は会社が持つ他

の事業から費用等を補填している。今後の活動

を継続する意向に関しては 2 事例において継続

の意向がみられた。以上よりケースによるが、

継続的に事業を行っていくためには、利用料を

もとに税金等の支出の負担を軽減することが一

つの条件と考えられる。 

図.5 選定事例の概要 

3.3.2. 小括 1(運営に関して) 

各事例の運営についてまとめると、利用者に

よるイベント利用の申請に対して、3 事例とも

利用の可否の判断基準を設けていた。その判断

基準として、利用内容の意図と計画について重

視していることがわかった。それらの判断過程
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において所有者は、利用の内容・計画には関与

することは 2 事例においてはみられず、他 1 事

例(HELLO GARDEN)においても、利用に関するア

ドバイスを行う程度であった。貸し出しを行う

所有者は基本的に利用者が主体的に行うことを

求めていると考えられる。また地域住民とのト

ラブル対応については、所有者が担う役割が大

きく、この点に関しては一時的にしか利用を行

わないイベント利用者による対応が難しいこと

がわかった。 

3.3.3. 管理に関する分析 

次にイベント利用者に対して現在 3 件の管理
注 8)の実態について把握した(図.6)。管理につい

て現況としては 3 事例とも所有者によって行わ

れていた。次にイベント利用者が、所有者が行

っている管理にどの程度関与できるのかについ

て 2 事例 11 人に対して行った調査より把握し

た。まずイベント利用者に対して、利用に伴い

管理への関与が役目となった場合に、利用を継

続するかについて調査したところ、半数以上が

継続すると答えた。その理由としては、普段か

ら使わせてもらっていることから、必要に応じ

て管理に関与できるといった声があった。イベ

ント利用者が利用だけでなく管理に対して関与

できる可能性があることがわかった。 

次にイベント利用者に対して、具体的な管理

への関与の仕方としてどのような方法がよいか

について調査した (図.6)。管理の一部分を自ら

の手で行うが 4 名、金銭的に管理費を支払うが

7名であった。また実作業で行う場合、草刈りや

清掃が行えるといった回答が多くあった。その

携わり方としては利用の前後においてであれば

実作業として関与できる等の意見があった。次

に金銭的に管理費を支払う場合、1 回につきい

くらまで管理費用を負担できるかについて尋ね

たところ、収益との兼ね合いから 500 円が限度

と答えるイベント利用者がもっとも多かった。 

3.3.4. 小括 2(管理に関して) 

管理についてまとめると、管理の状態につい

ては、現状としては所有者が行っていた。それ

に対して、今後イベント利用者が一定程度の管

理の役割を担える可能性が示唆された。また管

理の一部を実作業として行う場合は利用の前後

に行うこと、イベントによる収益との兼ね合い

を考慮した上で、金銭的に関与できる可能性が

あることがわかった。このことから利用者も管

理へ参画することを前提とした、管理方策の可

能性が考えられる。 

 

4.考察・まとめ 

4.1.考察 

以上より民間主体による低未利用地の活用の

継続性を確保するための所有者(管理者)と利用

者の関係のあり方について考察を行う。従来問

題されてきた民有の低・未利用地利用の継続性

の確保のために、複数の利用者の存在が重要と

指摘されてきた。本研究では、複数の利用者が

関わるケースとしてイベント利用に着目しその

実態把握を行なった。それらをもとに所有者と

複数の利用者の役割を分担する仕組みのあり方

をまとめた(図.7)。その具体的な役割として、

所有者(管理者)が担うべき役割として、トラブ

ルの対応や地域住民との対応を行うことが挙げ

られる。住民等とのトラブルにおいては、常時

対応できる主体が行うことが適切であると考え

られる。また利用者については、主体的に利用

内容等を計画し、利用料の支払いを通じて維持

費用等の金銭的な負担を分担できると考えられ

る。さらに一定の管理への関与をルール化し、

利用と合わせて管理に携える可能性も考えられ

る。これにより、従来の所有者(管理者)に集中

していた、管理・活用の負担が軽減され、継続性

が確保されることが期待される。 

 

図.6管理に関する調査結果
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図.7各主体の関係 

現制度では整備・管理を行う主体については

明確に位置づけられている。その一方で実際に

整備が完了した後に、どのように利用し、継続

的に管理していくのかについて検討する上で、

所有者・管理者の役割と利用者の役割を明確に

し、相互に負担を分担し合う等、積極的に多数

の主体が関わる運用方策を検討していく必要が

あると考えられる。 

4.2.研究課題 

本研究で詳細な実態調査を行った 3 事例はい

ずれも比較的地価が高く立地に恵まれている事

例であった。しかし、近年低・未利用地の存在が

課題として挙げられて場所の多くは、郊外の住

宅地や地方都市とされる。人口が減少し、地価

が低く将来的にも活用される見込みが小さいそ

うした地域では低・未利用地を利用するニーズ

も小さく、本研究で示した所有者・管理者と利

用者の関係を構築することは難しいと考えられ

る。本研究では利用者が存在していることを前

提に研究を行ったが、利用者の確保が難しい地

域において、いかにイベント利用者等呼び込み

参画を促すかについては言及できていない。今

後より汎用性の高い知見をえる上での課題とし

て考えられる。 

【謝辞】本研究は掲載 34 事例の所有者または管理者

の方と 3事例(貸はらっぱ音地、まちなか農園円頓寺、

HELLO GARDEN)の利用者の方々に多くのご協力を賜り

ました。ここに記して感謝の意を表します。 

【脚注】 

注 1）本研究での「低・未利用地」の定義とは、「適正な利用

が図られるべき土地であるにもかかわらず、長期間に渡り利

用されていない「未利用地」と、周辺地域の利用状況に比べ

て利用の程度（利用頻度、整備水準、管理状況など）が低い

「低利用地」の総称」を指す(国土交通省 HP「低未利用地の

活用・管理」:2019/03/22 閲覧) 

注 2)本研究ではイベント利用を「一時的に催し等を開く場

所として対象地を借用し利用すること」と定義する。 

注 3)検索キーワードの選定に関しては、類語辞典を参照し

決定した。 

注 4)そのうち以下の事例を除き本研究の調査対象とした。 

・行政がイベントを主催した事例・行政の所有地で実施され

た事例 

・施設に付帯した駐車場で実施された事例(本研究が扱う低

未利用地ではないため) 

注 5)民有地かつ民間が主催するイベントかどうかの判断に

ついて、新聞記事上または、そのイベントのサイトを検索し、

利用した土地の所有者と主催者を判断した。判断が難しい場

合は問い合わせを行い確認した。  

注 6)34 事例の所有者または管理者へのヒアリングより把握

を行った。なお A1「青空楽市」については、所有者より利用

者に関する詳細のデータが得られなかったため研究対象か

ら除いた。 

注 7)利用者については、特定のイベントを企画する個人、

または団体の場合はその代表者ごとに 1 人としてカウント

した。また所有者が主催したイベントに関しては対象外とし

た。 

注 8)ここで管理の具体的な内容としては、管理費を支払う、

または草刈り等を実作業として行うことを指す。 

注 9)平成 30 年財産評価基準書路線価図・評価倍率表をもと

に路線価より概算値を算出した。 
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